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研究成果の概要（和文）：2004年インド洋大津波や2011年東北地方太平洋沖地震津波では，巨大な外力により沿
岸部で大規模地形変化が生じ，その後の復旧や復興計画に大きな影響を与えた．本研究では，タイ・スリランカ
及び東日本沿岸部を対象として地形変化の長期観測・調査と数値評価を行い，将来の地形変化シナリオの予測を
試みた．タイではドローンによる写真撮影・写真測量等のデータを解析し地形回復過程の関係をまとめた．スリ
ランカでは粒度分析や古環境解析を進め古津波堆積物を認定し過去の環境の変遷を明らかにした．東北沿岸で
は，波前後のデータから海浜地形の変化量を推定し，土砂移動解析によりパラメータ設定と再現性の関係を明ら
かにできた．

研究成果の概要（英文）：In the 2004 Indian Ocean Tsunami and the 2011 Tohoku-Pacific Ocean 
Earthquake Tsunami, large-scale topographical changes occurred along the coast due to huge external 
forces, which had a great impact on subsequent restoration and reconstruction plans. We conducted 
long-term observations, surveys, and numerical evaluations of topographical changes in Thailand, Sri
 Lanka, and Tohoku, and predicted future topographical change scenarios. In Thailand, we analyzed 
the data of photography and photogrammetry by drone and summarized the relationship of the 
topographical recovery process. In Sri Lanka, we proceeded with particle size analysis and 
paleoenvironmental analysis, recognized old tsunami deposits, and clarified past environmental 
changes. On the Tohoku coast, the amount of change in beach topography was estimated from the data 
before and after the waves, and the relationship between parameter setting and reproducibility could
 be clarified by sediment movement analysis.

研究分野：津波工学

キーワード： 巨大津波　地形変化と回復　土砂移動　防災・減災

  ５版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
復旧や復興計画に大きな影響を与えた．この影響は現在も継続しており，さらに予効変動による地盤隆起も加わ
り，今後数十年を超えるスケールで沿岸部の地形変化が継続するとみられる．したがって，発災後すぐに策定さ
れた復興計画は将来的な地形変化や土地利用に応じて柔軟に修正する必要がある，津波後の環境変化の中には，
復旧・復興計画が策定される短期間内では評価できない影響が生じる場合がありその実態を評価出来，今後の大
災害の後の復旧や復興の段階での留意点などを制することが出来た．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 

 

１．研究開始当初の背景 

21 世紀に入り世界各地で巨大津波災害が立て続けに発生した．2004 年のインドネシアの

スマトラ島沖地震に伴う津波（以下，2004 年インド洋津波）では，最大遡上高で約 40ｍを

記録し，インド洋各国で 20 万人を超える犠牲者を招いた．2011 年東北地方太平洋沖地震津

波（以下，2011 年東北津波）でも最大遡上高は約 40ｍに達し，東北地方太平洋岸を中心に

甚大な被害が生じた．巨大津波により甚大な被害は人的被害だけでなく複合的な災害をも

たらし，復旧や復興計画に大きな影響を与えている．この影響は現在も継続しており，さら

に余効変動による地盤隆起も加わり，今後数十年を超えるスケールで沿岸部の地形変化が

継続するとみられる．したがって，発災後すぐに策定された復興計画は将来的な地形変化や

土地利用に応じて柔軟に修正する必要がある，津波後の環境変化の中には，復旧・復興計画

が策定される短期間内では評価できない影響が生じる場合がある．さらに，津波による直接

的な地形変化は，短期的には港湾や都市の機能喪失や生態系等に大きな影響を及ぼす．その

後，地形は数年内に平衡状態に戻る場合と，海底地形の変化等に伴い沿岸漂砂そのものに長

期的な影響を及ぼし侵食あるいは堆積が顕著に進行する場合があるなど，その挙動は多様

に変化しているため，その実態を代表的な地域で把握することは極めて重要である． 

 

２．研究の目的 

2004 年インド洋大津波や 2011 年東北地方太平洋沖地震津波では，沿岸部で大規模地形変

化が生じ，その後の復旧や復興計画に大きな影響を与えた．この影響は現在も継続してお

り，さらに余効変動による地盤隆起も加わり，今後数十年を超えるスケールで沿岸部の地形

変化が継続するとみられる．したがって，発災後すぐに策定された復興計画は将来的な地形

変化や土地利用に応じて柔軟に修正する必要がある．そこで，本研究では，タイ・スリラン

カ及び東日本沿岸部を対象として地形変化の長期観測・調査と数値評価を行い，将来の地形

変化シナリオを予測することを目的とした．そこで得られた成果や知見，さらに予測技術を

活用して，現在及び将来予想される地形と土地利用状況を考慮して津波計算を実施し，建物

被害関数を用いてリスク評価を行い，長期的な視点から各国の防災機関に対策の提言を行

う． 

 

３．研究の方法 

津波による直接的な地形変化及び津波後から現在までの地形変化（研究期間中の実測を含

む）を現地で測定しその変貌を定量的に明らかにすることを試みた．その結果や知見を，最
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新の分析・計算技術を駆使して解析し，将来予測も可能かを検討する．その手法を用いて，

発生後の長期変化シナリオを予測し，その結果に基づきリスク評価を行うことが可能かを

検討した． 

タイとスリランカを対象とした理由は，申請者らによる発災後からの継続観測データを活

用できるためである．東日本沿岸部を対象とした理由は，津波後の地形が自然に変化してい

るインド洋各国との比較のため，防波堤等の人為的対策が行われた地域も対象にする必要

があるからである．本研究計画は，長期的な視点で行うべき研究であり，研究期間を 5年と

し以下の内容を手法として検討していった； 

①  現地調査，観測データ，衛星画像を活用して津波直後の地形変化の実態把握を行い，申

請者らが改良を進めている最新の津波土砂移動計算技術を用いて地形変化過程を検証する． 

②  現地調査，衛星画像解析等により津波後の数年～十数年間の地形変化を調べ，現時点の

地形状況を把握するとともに，将来予想される地形変化シナリオを推定する． 

③  衛星画像等に基づき現在の沿岸部の土地利用状況を把握し，発災前と比べて津波リス

クが増減しているかを，申請者らが構築した建物の被害関数を用いて定量的に評価する． 

 

４．研究成果 

2004 年インド洋大津波や 2011 年東北地方太平洋沖地震津波では，巨大な外力により沿岸

部で大規模地形変化が生じ，その後の復旧や復興計画に大きな影響を与えた状況を整理し

た．さらに，タイ・スリランカ及び東日本沿岸部を対象として地形変化の長期観測・調査と

数値評価を行い，将来の地形変化シナリオの予測を試みた．タイではドローンによる写真撮

影・写真測量等を行い，そのデータを解析することで地形回復過程の実態を明らかにした．

スリランカでは粒度分析や古環境解析を進め，古津波堆積物を認定し過去の環境の変遷も

含めて明らかにした．東北沿岸では，津波前後のデータから海浜地形の変化量を推定し，改

良された土砂移動解析によりパラメータ設定と再現性の関係を明らかにできた．将来予測

については，地震による余効変動の影響があり，これについての評価が課題として残った． 

以下が学術的な研究成果のポイントである； 

1. 巨大津波の影響で大規模の変化した沿岸地形が中長期的にどう応答するのか，地形変

化が沿岸地域の今後の土地利用にどのような影響を及ぼすのか，地形・土地利用の変化

により津波リスクは増減したのかなどの学術的課題は，十年を超えるスケールでの観

測データに基づく必要があった． 

2. 実際に，津波後に地形が平衡状態に戻っていない地域も多く，この先 5年程度の重点的

観測が中長期的な地形変化の実態把握に極めて重要であった． 

3. 人や建造物，地形等の各種条件が刻々と変化する実態が明らかにされ，今回の研究で５
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年程度の期間で，被災直後に策定され始動した復興計画も必要があれば柔軟に見直す

べきである． 
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